
地域委員会委員の選挙運動の制限について 

 

地域委員会委員は非常勤特別職の地方公務員です。（地方公務員法第 3 条第 3 項

第 2 号） 

地方公務員は、公職選挙法や地方公務員法等により政治的行為が制限されていま

す。これらの規定は公務員としての身分を有している限り、勤務時間の内外を問わ

ず適用されます。公務員として信用を失墜することがないよう、選挙期間中の言動

には十分注意してください。 

 

◎ 公務員等は、その地位を利用して選挙運動をすることができません。（公職選挙

法第 136 条の２） 

 

(公務員等の地位利用による選挙運動の禁止) 

第百三十六条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、その地位を利用して選挙

運動をすることができない。 

一 国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人若しくは特定地方独立

行政法人の役員若しくは職員 

二 沖縄振興開発金融公庫の役員又は職員(以下「公庫の役職員」という。) 

２ 前項各号に掲げる者が公職の候補者若しくは公職の候補者となろうとする者

(公職にある者を含む。)を推薦し、支持し、若しくはこれに反対する目的をもつ

てする次の各号に掲げる行為又は公職の候補者若しくは公職の候補者となろう

とする者(公職にある者を含む。)である同項各号に掲げる者が公職の候補者とし

て推薦され、若しくは支持される目的をもつてする次の各号に掲げる行為は、同

項に規定する禁止行為に該当するものとみなす。 

一 その地位を利用して、公職の候補者の推薦に関与し、若しくは関与すること

を援助し、又は他人をしてこれらの行為をさせること。 

二 その地位を利用して、投票の周旋勧誘、演説会の開催その他の選挙運動の企

画に関与し、その企画の実施について指示し、若しくは指導し、又は他人をし

てこれらの行為をさせること。 

三 その地位を利用して、第百九十九条の五第一項に規定する後援団体を結成

し、その結成の準備に関与し、同項に規定する後援団体の構成員となることを

勧誘し、若しくはこれらの行為を援助し、又は他人をしてこれらの行為をさせ

ること。 

四 その地位を利用して、新聞その他の刊行物を発行し、文書図画を掲示し、若

しくは頒布し、若しくはこれらの行為を援助し、又は他人をしてこれらの行為

をさせること。 

五 公職の候補者又は公職の候補者となろうとする者(公職にある者を含む。)を
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推薦し、支持し、若しくはこれに反対することを申しいで、又は約束した者に

対し、その代償として、その職務の執行に当たり、当該申しいで、又は約束し

た者に係る利益を供与し、又は供与することを約束すること。 

  

  地位利用による選挙運動そしては、以下の行為があげられます。 

 (1) 補助金・交付金等の交付、融資のあっせん、物資の払下げ、契約の締結、事

業の実施、許可、認可、検査、監査等の職務権限に基づく影響力を利用して、

外郭団体、関係団体、請負業者、関係者等に対して選挙運動をすること。 

 (2) 指揮命令権、人事権、予算権に基づく影響力を利用して所属職員又は関係の

ある公務員等に対して選挙運動をすること。 

 


